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専門的見地からのいじめ防止対策について 

 

いじめ防止対策には、いじめにかかる諸分野での専門的な取組状況を共有し、いじめ防止対策

の視野を拡げていくことが重要だと考えられます。このことから、各委員の専門的見地から、い

じめ防止対策や不登校対策等に対する意見や課題、情報の提供を行い、今後のいじめ防止対策を

整理し学校現場や関係諸団体に情報提供します。 

 

 

〈各委員から概ね２０分程度〉 

 

〇学識経験者 嶋﨑 政男 委員長 

 テーマ：いじめ防止対策推進法の見直し 

  資料：「いじめ防止対策推進法」の通信「評定」 

 

〇精神科医 南 達哉 委員 

 テーマ：精神科受診の方法やきっかけづくり等について 

  資料：なし 

 

〇弁護士  田代 宰 委員 

 テーマ：いじめ、子どもの問題に関する弁護士の活動について 

  資料：チラシ・資料①～⑥  

 

〇臨床心理士 小倉 直子 委員 

 テーマ：就学前の子どもの社会性の育ちとそれに関係する取組について ほか 

  資料：小田原市における「調査会」の役割について 

 

〇社会福祉士 芦田 正博 委員 

 テーマ：１「いじめゼロ」は目指さない ２いじめ防止法の活用を ３いじめ防止は大人・社

会の責任 

  資料：なし 

資料２ 



 「 い じ め 防 止 対 策 推 進 法 」の 通 信 簿「評 定」 28.9.27（嶋崎） 

第 1条 Ａ 目的 

第 2条 Ｃ 定義：「攻撃」から「行為」への変更が理解されていない（研修会参加者の 1割） 

第 3条 Ｂ 基本理念：「家庭」の位置、「保護者」（定義あり）への変更 

第 4条 Ｂ 禁止：訓示規定に加え、「刑罰法規に触れる場合は罰則を科す」を追記 

第５条 Ａ 国の責務 

第 6条 Ａ 地方公共団体の責務 

第 7条 Ａ 学校の設置者の責務 

第 8条 Ｂ 学校・教職員の責務：「児童相談所」を「関係諸機関」に変更 ＊「児相が子供を殺す」 

第 9条 Ｃ 保護者の責務等：第１・３項は努力義務から義務へ    ＊家庭教育の重要性 

              第 2項に「学校と協力して」を挿入 

             第 4項の見直し            ＊学校不信感を助長 

第 10条 Ａ 財政上の措置等 

第 11条 Ａ 国の基本方針 

第 12条 Ａ 地方の基本方針 

第 13条 Ａ 学校の基本方針 

第 14条 Ｂ いじめ問題対策連絡協議会：任意設置を努力義務に   ＊成果を上げている 

第 15条 Ｂ 学校におけるいじめの防止：「体験活動」を「特別活動」に 

第 16条 Ｂ 早期発見のための措置：第 3項「相談体制」の定義が不明確 

第 17条 Ａ 関係機関等との連携 

第 18条 Ｃ 人材確保・資質の向上：条文は良いが、実際には研修の充実等不備 ＊周期説 

第 19条 Ａ インターネットでのいじめ対策の推進 

第 20条 Ａ 調査研究の推進 

第 21条 Ａ 啓発活動 

第 22条 Ｂ 学校における組織：予算・人材・時間の確保の面から困難がある 

第 23条 Ｃ 措置：「いじめを受けたと思われる児童等が在籍する学校への通報」が意味不明 

          第 5項「保護者間で争いが起きることのないよう」を具体的に、困難性 

第 24条 Ａ 学校の設置者による措置 

第 25条 Ａ 懲戒 

第 26条 Ａ 出席停止制度の適切な運用 

第 27条 Ａ 学校相互間の連携協力体制 

第 28条 Ｃ 重大事態への対処：「認める」主体を設置者とする ＊重大事態認定の忌避傾向 

                保護者等への情報提供と個人情報との関連での悩み 

第 29条 ・ 国立大学附属校の重大事態への対処 

第 30条 ・ 公立学校の重大事態への対処 

第 31条 ・ 私立学校の重大事態への対処 

第 32条 ・ 学校設置会社設置校の重大事態への対処 

第 33条 ・ 重大事態への対処に関する文部科学大臣等の指導助言 

第 34条 Ｂ 学校評価の留意事項：より直截的表現の方が分かりやすい 

第 35条 Ａ 高等専門学校における措置 

 



「 い じ め 防 止 対 策 推 進 法 」通 信 簿 「 所 見 」 28.9.27（嶋崎） 

１．「定義」から様々な問題が生じています：いじめ利得・いじめ冤罪 

 ①一定の人的関係のある②児童生徒が、③心理的物理的な影響を行う行為を行い、④当該行 

為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じている。これが「いじめの定義」です。いじめ 

の範囲を被害児童等の主観的判断に依拠しているのです。ここに「冤罪」が生まれます。 

昇降口で「さよなら」と声をかけられた女児が、聞こえなかったため返答しなかったことか 

ら「いじめの加害者」として、「さよなら」と挨拶した女児の母親から執拗に「いじめへの謝罪」 

を求められた事案があります。 

 周囲の子の言動に非常に敏感な子が、励ましの言葉を「ひやかし」と受け取ったり、机上の 

筆箱の位置を常に一定に保つこだわりの強い子が、友人が机にぶつかり、筆箱の位置がズレた 

ことをいじめと訴えたケースもあります。自己愛の強い子が注意をうけたことで「心の痛み」 

を主張することもあります。加害意識がなくとも「いじめ」に該当するケースの増加が懸念 

されます。 

２．「冤罪」をどう防ぎますか。 

 文化祭のクラステーマを決める折、自らの提案が通らなかった女子高校生（Ａ子）が決定案 

を提案したＢ子に罵詈雑言を浴びせました。これを数人の級友が止めに入ったのですが、これ 

が「いじめ」だとＡ子及び保護者はＢ子を「いじめの首謀者」として、処分を要求しています。 

３．いじめ問題を大人の手から取り戻しましょう。 

 保護者クレーム問題で最近激増したのが「いじめ」を冠した訴えです。「いじめられた」を錦 

の御旗に、「欠席日数を減らせ」「成績を上げろ」「転校（制服）費用を負担せよ」「相手を同じ 

目に合わせよ」等の要求が寄せられます。直接相手の家庭に出向いて暗に「慰謝料」を要求す 

ることもあります。いじめを原因にして子供を登校させず、執拗に教師を攻撃することもあり、 

多くの教師が疲弊しています。 

校内暴力混在期と社会問題期が重複する時に出された「児童生徒の問題行動に関する検討会 

議緊急提言～いじめの問題の解決のためのアピール」（1985.6）には次のような基本認識が述 

べられています。「児童生徒は、友人関係や集団生活の中で成長発達するものであり、友人間の 

問題の克服も、本来『子どもの世界』に託すべき部分が多い。しかしながら、今日の児童生徒 

間におけるいじめが極めて深刻な状況にあることにかんがみ、『子どもの世界』にあえて手をさ 

しのべ（略）」。 本来「子どもに託す」ことだが、「あえて手をさしのべ」ようとの認識です。 

「子どもに託す」レベルははるかに超えていますが、保護者クレームに象徴されるように、 

「児童生徒がいじめと真摯に向き合う」前に、大人が口をはさみすぎてはいないでしょうか。 

学校には教育活動を通した解決策が求められます。特別活動の重要性を見直したいものです。 

４．必要なお金はかけるべきではありませんか 

 条文では学校外の関係者をメンバーに加えるよう規定されています。「常設」を想定した組織 

にあって、人材確保の困難さと共に予算の裏付けのない施策では成果を期待できません。 

 組織対応には、組織運営のマネジメントを担うリーダー役と、目標に向かって自らの役割を 

果たすメンバーが必要です。「チーム学校」構想が進められていますが、その成否は校長のリー 

ダーシップと調整・推進役のコーディネート力にかかっています。 

 「心理主義」に偏った対応策が功を奏していないことは明らかです。福祉、医療、司法等の 

専門家との連携協働を強める必要があります。このためには、アウトリーチ（訪問支援）に強 

いコーディネーターの専門家の養成と、すでにその力を有する教職員の配置が喫緊の課題です。 

法施行から 3年が経ちます。そろそろ「魂」をしっかり入れて欲しいと思います。 



 

 

いじめ、子どもの問題に関する弁護士の活動 

 

１ 個別的な依頼  

（１）学校交渉  

（２）裁判（対学校（市町村・県）、対加害生徒）   

 

３ 神奈川県弁護士会としての活動  

（１）子どもの権利委員会  

・付添人拡充部会…少年事件の付添人  

  ・子どもの福祉部会…主に虐待問題  

  ・学校部会…主にいじめ、不登校など  

  ・その他チーム…例えば、子どもの日記念行事チーム ※資料①  

（２）弁護士会の相談  

  ・子どもの人権相談（火曜日  13:15～16:15 予約 TEL：045-211-7700） 

    ・子どもお悩みダイヤル（平日  TEL：045-211-7703） 

   ※資料②、資料③  

 

４ 県市町村の第三者委員会  

 

５ いじめ予防授業  

  ※資料④、資料⑤ 

 

６ 他の弁護士会での活動  

  →スクールロイヤー（SL） ※資料⑥ 

 

 



平成２７年度横浜弁護士会子どもの日記念行事 

子どもお悩みダイヤル開設記念講演会 

『子どものＳＯＳを受け止める』 

～子どもに選ばれる大人になるために～ 

平成２７年６月１３日（土） 

１３時３０分～１５時３０分（１３時開場） 

会場 横浜弁護士会館５階大会議室（入場無料） 

主催：横浜弁護士会 共催：日本弁護士連合会、関東弁護士会連合会 

 ■講演会   講師 西野博之さん 

 

いま、子どもたちの悲惨な事件が続いています。 

なぜ子どもたちのＳＯＳは私たち大人に届かなかったのでしょう。

私たちが子どもたちのＳＯＳを受け止めるためには、どうしたこと

を心がければよいのでしょう。 

そうしたことを考えるために、長年、チャイルドライン、フリー

スペースなどの活動を通じて子どもの声に耳を傾けてきた講師に、

その経験を踏まえたお話をうかがいます。 

 

 

 

■「弁護士による子どもお悩みダイヤル」開設のお知らせ（終了後１０分程度） 

 

 横浜弁護士会の弁護士が、子どもと、子どもの周りの大人からの３

０分程度の電話相談に応じます（無料。予約不要）。 

相談時間  １３：００～１６：００ 

電話番号  ０４５－６８１－１９４０ 

弁護士による 

《講師略歴》 

NPO 法人フリースペースたまりば理事長、川崎市子ども夢パーク所長・フリースペースえん代表、か

わさきチャイルドライン代表等。精神保健福祉士。 

1986年より不登校児童・生徒や高校中退した若者の居場所づくりにかかわり、1991 年、川崎市高津

区にフリースペースたまりばを開設。不登校児童・生徒やひきこもり傾向にある若者たち、さまざまな

障がいのあるひとたちとともに地域で育ちあう場を続けている。 
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神奈川県弁護士会

子どもの人権相談子どもの人権相談子どもの人権相談
いじめ  不登校  停学・退学

児童虐待  非行  学校事故  犯罪被害 等
一人で悩まずに

弁護士に相談してみませんか

＜相談日時＞ 毎週木曜日　　   午後1時15分～午後4時15分
＜予約受付＞ 月曜日～金曜日   午前9時30分～午後5時00分

神奈川県弁護士会法律相談センター
ＴＥＬ：045-211-7700　横浜市中区日本大通9番地 神奈川県弁護士会館1F

http://www.kanaben.or.jp

＜無料面接相談・無料電話相談＞

045 - 211-7700

なお、お子さんが警察に逮捕されてしまった場合、悪いことをしたと疑われて児
童相談所に一時保護されてしまった場合には「当番弁護士」をご利用ください。
弁護士が1回に限り、無料でお子さんと速やかに面会し、必要な助言を行います。

当番弁護士のお申し込みは  045-212-0010
（神奈川県弁護士会刑事弁護センター）まで
（平日午前9時から午後5時までは職員の直接対応、それ以外の時間帯は留守番
　電話での受付となります。）

まずは電話で
　　　ご予約を

※面接相談は1コマ45分以内、電話相談と面接相談では面接相談を優
先させていただきます。

2016. 5.



こまったとき

どこに相談して
いいかわからないとき

そ  う  だ  ん

そ  う  だ  んべ　ん　ご　し
そんなときは
弁護士に相談しよう。

いじめにあっていますおうちにいたく
ありません

面接相談は
まずは電話で予約
045-211-7700
 ・予約受付　月曜日から金曜日
 　　　　　 午前9時30分～午後5時

電話で相談したり、
弁護士に会って相談する
いずれも無料です
 ・相談日　毎週木曜日　
  　　　　いずれも午後1時15分から
  　　　　午後4時15分（相談終了時間）

①

②

学校に
いきたくありません

がっこう虐待を
されています

ぎゃくたい

大人に嫌な
ことをされています

おとな いや

先生が話を聞いて
くれない

せんせい　　はなし　　き　　　　　　　　　　　　　　　

お父さんお母さんには
話せない

とう　　　　　　かあ　　　　　　　　　　　　　　　

はな　　　　　　　　　　　　　　

警察によばれているんだけど
どうしよう

けいさつ　　　　　　　　　　　　　　

で ん わ

で ん わ よ や く

べ ん ご し

そ う だ ん

め ん せ つ そ う だ ん 子どものみんなからの
相談も受け付けて
いるよ

そう だ ん う つ

む り ょ う

そ う だ ん

神奈川県弁護士会法律相談センター
どんな相談ができるのかは、神奈川県弁護士会ホームページの「こどもページ」

http://www.kanaben.or.jp/child/　   にアクセスしてね。
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９ 

TEL  045-211-771５  

●神奈川県
か な が わ け ん

弁護士会
べ ん ご し か い

は、神奈川
か な が わ

県内
けんない

に法律
ほうりつ

事務所
じ む し ょ

を持
も

つ弁護士
べ ん ご し

全員
ぜんいん

が加入
かにゅう

する法定
ほうてい

団体
だんたい

です。 
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・学校
がっこう

でいじめられる 

・学校
がっこう

に行
い

きたくない 

・大人
お と な

にイヤなことをされる 

・警察
けいさつ

に呼
よ

ばれている 

 

 

・先生
せんせい

に相談
そうだん

したら、またいじ

められるかも･･･ 

・大人
お と な

が話
はなし

を聞
き

いてくれない 

・こんなこと親
おや

に相談
そうだん

できない 

な  や 

 

そんなときは！！ 

子どもお悩
なや

みダイヤルへ！ 

 

りようほうほう  うらめん   らん  

               なや       べ ん ご し      でんわ       むりょう         そうだん 

かん こ        じんけん  かん          むりょう  でんわ  ほうりつそうだん 

 



 

 

                        こ 

 

 

 

 

 

 

①まずはここに電話
で ん わ

をしてね！ 

 TEL 045-211-7703 
 

 

 

②相談
そうだん

の受付
うけつけ

をするよ！ 
 神奈川県

か な が わ け ん

弁護士会
べ ん ご し か い

の事務局
じむきょく

が 

 お名前
な ま え

や電話番号
でんわばんごう

をお聞きします 

 

 

 

③弁護士
べ ん ご し

があなたに電話
で ん わ

をするよ！ 

   担当
たんとう

の弁護士
べ ん ご し

が翌日
よくじつ

（土日
ど に ち

祝
しゅく

除
のぞ

く）までに 

ご相談者
そうだんしゃ

にお電話
で ん わ

します 

 

 

 

  ④あなたの悩
なや

みを話
はな

してみてね！ 

    無料
むりょう

で２０分
ふん

程度
ていど

の電話
でんわ

相談
そうだん

ができます 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

●いじめや不登校
ふとうこう

などの学校
がっこう

問題
もんだい

、児童
じ ど う

虐待
ぎゃくたい

、非行
ひ こ う

、犯罪
はんざい

被害
ひ が い

など、子ども（未成年）の人権
じんけん

に関
かか

わるさまざまな 

相談
そうだん

を受
う

け付
つ

けています。 

●無料
むりょう

の電話
で ん わ

相談後
そうだんご

、継続
けいぞく

相談
そうだん

をご希望
き ぼ う

の場合
ば あ い

には、担当
たんとう

弁護士
べ ん ご し

にご相
そう

談
だん

ください。 

●当初
とうしょ

から面談
めんだん

相談
そうだん

をご希望
き ぼ う

の場合
ば あ い

は、神奈川県
か な が わ け ん

弁護士会
べ ん ご し か い

法律
ほうりつ

相談
そうだん

センターにて「子どもの人権
じんけん

相談
そうだん

」をご利用く 

ださい。（毎週
まいしゅう

木曜日
もくようび

午後
ご ご

1時
じ

15分
ふん

～午後
ご ご

4時
じ

15分
ふん

，相談
そうだん

時間
じ か ん

45分
ふん

以内
い な い

，無料
むりょう

）。予約
よ や く

電話番号
でんわばんごう

 045-211-7700 

な や 

り     よう    ほう     ほう 

 



【お問い合わせ先】 

神奈川県弁護士会 ☎045-211-7715 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神 川 奈 

私たち弁護士がいじめ問題に関与する際に切に想うこと，それは「事前に食い止められなか

ったか。」という想いです。 

 その想いを形にすべく、弁護士が学校に行き，いじめの予防を目的とした出前授業を行うと

いう取り組みが始まり、当神奈川県弁護士会でも実施しております。 

 神奈川県で実際にあったいじめ自殺事案を題材として，グループワークに取り組み、いじめ

について学んでもらう授業となっています。 

 平成２７年度では６校で実施致しました。平成２８年度においても、いじめ予防授業を実施

させていただける中学校を募集致します。 

  

【募集期間】平成２８年１２月１日〜平成２９年３月３１日 

【募集学校数】４〜６校 

【時間】４５～５０分  

【実施日】申し込み後２ヵ月程度の日程で調整します。 

【授業形式】グループワークがあるため，クラス単位で，各教室で行います。 

【費用】応相談（目安として弁護士１名につき１時間１万円程度） 

【留意事項】・応募いただいても授業者の手配等の調整が整わず，実施できない場合があり

ます。何卒ご了承ください。 

・配布物の印刷，アンケート用紙の郵送等ご協力頂くことがあります。 

【実施までの流れ】 

 申込→実施校決定・連絡→事前打ち合わせ→実施 

【応募方法】上記募集期間中に，裏面のお申し込み用紙を記入の上、神奈川県弁護士会まで

FAX（０４５－６６２－２２７７）をお願い致します。 

 

版 



【お問い合わせ先】 

神奈川県弁護士会 ☎045-211-7715 

いじめ予防授業申込用紙 

神奈川県弁護士会 

法律相談課 刑事少年係 宛 （ＦＡＸ：０４５－６６２－２２７７） 

記入日 平成  年  月  日 

①学校名 
 

 

②所在地 

〒 

 

 

③電話番号 
 

 

④ＦＡＸ番号 
 

 

⑤担当教員名 
 

 

⑥生徒数・学年      名（     クラス）・      年生 

⑦希望日時 

※複数日をご記入

下さい 

※申込日の２ヶ月後以降の日にしてください 

 

 

 

備考 

※進行に関し，特記事項がある場合ご記入下さい 
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小田原市いじめ防止対策調査会 当日資料               H28.11.25（金） 

 

小田原市における「調査会」の役割について 

 

               小田原短期大学 小倉直子（臨床心理士） 

 

１．「就学前の子どもの社会性の育ちとそれに関係する取組について」 

   「自我」の誕生と、友達とのトラブルについて → 保育・幼児教育における課題 

     1歳ごろ・・・誕生→拡大 

     2歳ごろ・・・拡大→充実（分けてあげられる力） 

     3歳ごろ・・・「誇りたかき 3歳児」自己中心性、言葉でのやり取り 

 

１－１．４歳ごろの葛藤と「自制心」「自己コントロール」の力 

   2次元の対比的な認識の獲得「大―小」「男―女」 

「好き―嫌い」「良い―悪い」「きれい―汚い」「できる―できない」 

「できないかも・・・」○×の評価から逃れられず、きれる、おちゃらける、しりごむ 

他者の評価の目が分かる、やらなければならないことは分かる、だからこその「荒れ」 

「・・・けれど」「・・・だけど」を心の中に織り込みながら、 

  

１－２．5～6歳ごろの「自己形成視」と集団づくり 

   3次元の空間認知、時系列の変化、相手の立場にたつこと 

「乱暴な○○くん」だけでなく、 

「乱暴な時もあるけど、昆虫のことなら誰よりも詳しい」他者へのまなざしも多面的に 

「これは苦手だけど、これのこの部分ならできるよ」幼い「自己形成視」のはじまり 

  

自分たちで話し合う 

 

楽しいことばかりではなく、日常生活を共にしていく中で、時にはシビアな意見も 

事例  鬼退治 

毎年、節分にやってきては狼藉を働いていく裏山の鬼。年長児は鬼をやっつけるための

作戦会議の真っ最中。 

「最初はここに落とし穴作ろうぜ」「落ちたらさあ、怒って暴れるよ？」「そしらたさ、

『すみませんでしたー』って謝って、どうぞどうぞって、お部屋でお酒出すの」「えー、誰

が」「きれいな女の人がいいよ」「（女の子たち）やだ、やだ、絶対やだ」「先生？」「先生は

小さい子たちを守らなきゃいけないから」「じゃあ、俺がやってやるよ」「女装？」「お酒の

代わりにさあ、塩水にしといたら」「んで、『参った』って逃げてく後ろから、豆投げる

の」「イワシも嫌いだって、絵本に書いてあったよ」・・・・ 
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 大人が子どもたちに、大人に従順な「良い子」であることを期待し、「うわべだけ」「きれ

いごと」の意見しか汲み取らないクラスでは、「だってみつおがいると負けるもん。」という

さとるの本音は出てこないか、出たとしても許されずに終わる。 

だが子どもたちの力を信じ一人一人の意見を尊重する空気が、困難を自分たちの問題と

して考える土壌をはぐくむ。自分の意見が大事にされることを通じて、子どもたち一人一人

に仲間の気持ちを思いやる力と信頼関係、集団としての育ちがある。 

 

見守るべきところと、介入すべきところはどこか、見極める力。 

        （事例は、「生活事例からはじめる 保育の心理学」青鞜社 2015より） 

事例  リレーの練習 

5歳、不器用で体を動かすことが不得意なみつお。運動会のリレーの練習でペタペタと

走るので、みつおの所属する白チームはいつも負けてしまう。何度やっても同じなので、

負けず嫌いのさとるがもう走らないと言いだし、クラスみんなで話し合うことにした。 

「がんばってやろうよ。」「だってみつおがいると絶対負けるもん。」「みんなでやるから

いいんだよ。」「みつおだって頑張ってるんだよ。そんなこと言ったらかわいそう。」「みつ

おの分、他の子が一生懸命走ればいいんだよ。」「みつおが走ってる時、一生懸命応援しよ

う。」「はやく走る方法を、教えてあげればいいんだよ。」 

そこで、足が速いと一目置かれているあきらの走りをみんなで観察した。「大きく手を振

ればいいんだ」「（トラックの）線のぎりぎりを通ってるよ」。あきらも直接みつおに、手の

振り方を教えている。 

みつおの走り方が少し真剣味を帯びた形に変わり、他の子の頑張りもあって大きな差が

つくことがなくなった。接戦の末、はじめて白チームが勝った時には大喜びで、さとるが

みつおとがっちり肩を組み、他の子とハイタッチしていた。 

事例  「嫌だった！」 

５歳児クラス、さくらとみくはいつも仲良しだが、ある夕方の口喧嘩でみくが悔し泣き

している。延長保育担当のゆり先生がよくよく聞いてみると、最初はささいなブランコの

順番待ちの話だったのが、分が悪いと見たさくらが「だってみくの服、ボロボロだし！」

と言ったという。みくはきょうだいのおさがりを着ていることが多いのである。 

ゆり先生がみくにどう思った？と聞くと「嫌だった」という。じゃあそれを伝えに行こ

うと、さっさと別の遊びに行ってしまったさくらの所に一緒に行き、みくに言ってごらん

と促した。みくは「みくの服をボロボロって言わないで！嫌だった！」とはっきり言え

た。さくらも神妙な顔をして聞き「ごめんね」と言った。 

ゆり先生が後でゆっくり、さくらの話を聞くと、どうしても先にやりたかったのだと言

う。みくが泣いたときどう思った？と聞くと、さくらはしばらく考え「ボロボロって言っ

たらいけなかった」と言う。大好きな友達が嫌な気持ちになることを言っちゃいけなかっ

たよね、でもきちんと謝れてよかったね、と締めくくった。 

お迎えに来た双方の親には喧嘩の経過と互いの気持ちの流れを伝え、園で起こったこと

としての謝罪と、2人がいつも仲良しだからこそ言いたいことを言える仲間として育って

いること、けれど見過ごしてはいけない所を押さえておきたかった、と伝えた。双方の親

も互いのことをよく知っており、クラスの子どもたちの育ちもよく知っていて、それぞれ

に受け止めてくださったようだった。 

翌日の様子を担任に聞くと、朝から 2人仲良くゲラゲラ笑いながら TVアニメの話で盛

り上がっていたとのことだった。 
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・子どもの主体性が育つ保育とは 

  けんかの仲裁→「ごめんね」「いいよ」を言わせて終わりか？？？ 

・子どもの意見がきちんと表明できる環境づくりとは 

・保育の現場で実践していくには 

・「人間関係」や「社会性の育ち」を追いかけ、しりぬぐいをしているだけではダメ、本当

に楽しい毎日の生活経験と明日への見通しがあるからこその、育ち 

・就学後に、子どもの意見が表明される場はあるのか？毎日の楽しくて仕方ない学びの授

業、キラキラした生活はあるのか？ 

 

２．「就学後の学校現場におけるいじめへの取組と心理職のかかわりについて」 

また次の機会に。 

 

３．「第 3者委員」としての「調査会」の役割は？ 

・教育委員会にあることの意味  

→現状の調査、認知件数の把握、ケース検討、先生方の自主的な研究会への支援、 

・有効な研修・取り組みとは？ 

・子どもたちの声を聞く場をどのように保障するか 

 →SC？養護教諭？専任の担当教諭？常設のオンブズマン？ 

地域との連携（交通安全、学校ボラ、図書館、学童、児童館、プレイパーク、食堂、、、） 

・子どもたちの主体的な取り組みとしての生徒会、ピースメーカー活動、  など 

 

＜参考文献＞ 

・越直美「教室のいじめとたたかう 大津いじめ事件・女性市長の改革」ワニブックス 2014 

・尾木直樹「いじめ問題をどう克服するか」岩波新書 2013 

・桜井智恵子「子どもの声を社会へ―子どもオンブズの挑戦」岩波新書 2012 

・砂川真澄「いじめの連鎖を断つ―あなたもできる「いじめ防止プログラム」」冨山房イン

ターナショナル 2008 

・いじめブックレット「いじめ・迫害 子どもの世界に何がおきているか」クリエイツかも

がわ 2013 

・吉田順「いじめ指導 24の鉄則 うまくいかない指導には「わけ」がある」学事出版 2015 



1 

 

いじめ防止対策推進法 （平成 25年法律第 71号） 

 

 第一章 総則（第一条―第十条） 

 第二章 いじめ防止基本方針等（第十一条―第十四条） 

 第三章 基本的施策（第十五条―第二十一条） 

 第四章 いじめの防止等に関する措置（第二十二条―第二十七条） 

 第五章 重大事態への対処（第二十八条―第三十三条） 

 第六章 雑則（第三十四条・第三十五条） 

 附則 

 

 

 第一章 総則 

（目的） 

 第一条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、そ

の心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大

な危険を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、いじめ

の防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対

策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を明らかにし、並びにいじめの防止等

のための対策に関する基本的な方針の策定について定めるとともに、いじめの防止等のための対

策の基本となる事項を定めることにより、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推

進することを目的とする。 

 （定義） 

 第二条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍

している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与え

る行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童

等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

2 この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定す

る小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）をいう。 

3 この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児童又は生徒をいう。 

4 この法律において「保護者」とは、親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）

をいう。 

 （基本理念） 

 第三条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童等に関係する問題であることに鑑

み、児童等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじ

めが行われなくなるようにすることを旨として行われなければならない。 

2 いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児童等に対して行

われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするため、いじめが児童等の心身

に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童等の理解を深めることを旨として行われなけれ

参考資料１ 
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ばならない。 

3 いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護することが特に

重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携

の下、いじめの問題を克服することを目指して行われなければならない。 

 （いじめの禁止） 

 第四条 児童等は、いじめを行ってはならない。 

 （国の責務） 

 第五条 国は、第三条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、いじめの防止等の

ための対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 （地方公共団体の責務） 

 第六条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、いじめの防止等のための対策について、国と協

力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 （学校の設置者の責務） 

 第七条 学校の設置者は、基本理念にのっとり、その設置する学校におけるいじめの防止等のた

めに必要な措置を講ずる責務を有する。 

 （学校及び学校の教職員の責務） 

 第八条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、

地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発

見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、適

切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 （保護者の責務等） 

 第九条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護する児童等

がいじめを行うことのないよう、当該児童等に対し、規範意識を養うための指導その他の必要な

指導を行うよう努めるものとする。 

2 保護者は、その保護する児童等がいじめを受けた場合には、適切に当該児童等をいじめから保

護するものとする。 

3 保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者及びその設置する学校が講ずるいじめの防止等の

ための措置に協力するよう努めるものとする。 

4 第一項の規定は、家庭教育の自主性が尊重されるべきことに変更を加えるものと解してはなら

ず、また、前三項の規定は、いじめの防止等に関する学校の設置者及びその設置する学校の責任

を軽減するものと解してはならない。 

 （財政上の措置等） 

 第十条 国及び地方公共団体は、いじめの防止等のための対策を推進するために必要な財政上の

措置その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 

 

 第二章 いじめ防止基本方針等 
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 （いじめ防止基本方針） 

 第十一条 文部科学大臣は、関係行政機関の長と連携協力して、いじめの防止等のための対策を

総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（以下「いじめ防止基本方針」という。）を定め

るものとする。 

2 いじめ防止基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 

 二 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

 三 その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 

 （地方いじめ防止基本方針） 

 第十二条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公

共団体におけるいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針

（以下「地方いじめ防止基本方針」という。）を定めるよう努めるものとする。 

 （学校いじめ防止基本方針） 

 第十三条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情

に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるものとす

る。 

 （いじめ問題対策連絡協議会） 

 第十四条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、条例の

定めるところにより、学校、教育委員会、児童相談所、法務局又は地方法務局、都道府県警察そ

の他の関係者により構成されるいじめ問題対策連絡協議会を置くことができる。 

2 都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議会を置いた場合には、当該いじめ問題対策連絡協

議会におけるいじめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該都道府県の区域内の市町村が

設置する学校におけるいじめの防止等に活用されるよう、当該いじめ問題対策連絡協議会と当該

市町村の教育委員会との連携を図るために必要な措置を講ずるものとする。 

3 前二項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円滑な連携の下に、地方

いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの防止等のための対策を実効的に行うようにす

るため必要があるときは、教育委員会に附属機関として必要な組織を置くことができるものとす

る。 

 

 第三章 基本的施策 

 （学校におけるいじめの防止） 

 第十五条 学校の設置者及びその設置する学校は、児童等の豊かな情操と道徳心を培い、心の通

う対人交流の能力の素地を養うことがいじめの防止に資することを踏まえ、全ての教育活動を通

じた道徳教育及び体験活動等の充実を図らなければならない。 

2 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを防止するため、当該学校に

在籍する児童等の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、いじめの防止に資する

活動であって当該学校に在籍する児童等が自主的に行うものに対する支援、当該学校に在籍する
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児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員に対するいじめを防止することの重要性に関する

理解を深めるための啓発その他必要な措置を講ずるものとする。 

 （いじめの早期発見のための措置） 

 第十六条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校におけるいじめを早期に発見するた

め、当該学校に在籍する児童等に対する定期的な調査その他の必要な措置を講ずるものとする。 

2 国及び地方公共団体は、いじめに関する通報及び相談を受け付けるための体制の整備に必要な

施策を講ずるものとする。 

3 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保護者並びに当該

学校の教職員がいじめに係る相談を行うことができる体制（次項において「相談体制」という。）

を整備するものとする。 

4 学校の設置者及びその設置する学校は、相談体制を整備するに当たっては、家庭、地域社会等

との連携の下、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利その他の権利利益が擁護されるよう配

慮するものとする。 

 （関係機関等との連携等） 

 第十七条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめ

を行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策

が関係者の連携の下に適切に行われるよう、関係省庁相互間その他関係機関、学校、家庭、地域

社会及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めるものとす

る。 

 （いじめの防止等のための対策に従事する人材の確保及び資質の向上） 

 第十八条 国及び地方公共団体は、いじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援、いじめ

を行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言その他のいじめの防止等のための対策

が専門的知識に基づき適切に行われるよう、教員の養成及び研修の充実を通じた教員の資質の向

上、生徒指導に係る体制等の充実のための教諭、養護教諭その他の教員の配置、心理、福祉等に

関する専門的知識を有する者であっていじめの防止を含む教育相談に応じるものの確保、いじめ

への対処に関し助言を行うために学校の求めに応じて派遣される者の確保等必要な措置を講ずる

ものとする。 

2 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校の教職員に対し、いじめの防止等のための対

策に関する研修の実施その他のいじめの防止等のための対策に関する資質の向上に必要な措置を

計画的に行わなければならない。 

 （インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進） 

 第十九条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在籍する児童等及びその保護者が、

発信された情報の高度の流通性、発信者の匿名性その他のインターネットを通じて送信される情

報の特性を踏まえて、インターネットを通じて行われるいじめを防止し、及び効果的に対処する

ことができるよう、これらの者に対し、必要な啓発活動を行うものとする。 

2 国及び地方公共団体は、児童等がインターネットを通じて行われるいじめに巻き込まれていな

いかどうかを監視する関係機関又は関係団体の取組を支援するとともに、インターネットを通じ

て行われるいじめに関する事案に対処する体制の整備に努めるものとする。 
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3 インターネットを通じていじめが行われた場合において、当該いじめを受けた児童等又はその

保護者は、当該いじめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定電気通信役務提供者の損

害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第四条第

一項に規定する発信者情報をいう。）の開示を請求しようとするときは、必要に応じ、法務局又は

地方法務局の協力を求めることができる。 

 （いじめの防止等のための対策の調査研究の推進等） 

 第二十条 国及び地方公共団体は、いじめの防止及び早期発見のための方策等、いじめを受けた

児童等又はその保護者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はその保護者に対

する助言の在り方、インターネットを通じて行われるいじめへの対応の在り方その他のいじめの

防止等のために必要な事項やいじめの防止等のための対策の実施の状況についての調査研究及び

検証を行うとともに、その成果を普及するものとする。 

 （啓発活動） 

 第二十一条 国及び地方公共団体は、いじめが児童等の心身に及ぼす影響、いじめを防止するこ

との重要性、いじめに係る相談制度又は救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行う

ものとする。 

 

 第四章 いじめの防止等に関する措置 

 （学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 

 第二十二条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該

学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成

されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 

 （いじめに対する措置） 

 第二十三条 学校の教職員、地方公共団体の職員その他の児童等からの相談に応じる者及び児童

等の保護者は、児童等からいじめに係る相談を受けた場合において、いじめの事実があると思わ

れるときは、いじめを受けたと思われる児童等が在籍する学校への通報その他の適切な措置をと

るものとする。 

2 学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当該学校に在籍する児童等がいじめを受け

ていると思われるときは、速やかに、当該児童等に係るいじめの事実の有無の確認を行うための

措置を講ずるとともに、その結果を当該学校の設置者に報告するものとする。 

3 学校は、前項の規定による事実の確認によりいじめがあったことが確認された場合には、いじ

めをやめさせ、及びその再発を防止するため、当該学校の複数の教職員によって、心理、福祉等

に関する専門的な知識を有する者の協力を得つつ、いじめを受けた児童等又はその保護者に対す

る支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言を継続的に行うもの

とする。 

4 学校は、前項の場合において必要があると認めるときは、いじめを行った児童等についていじ

めを受けた児童等が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等いじめを受けた児童等そ

の他の児童等が安心して教育を受けられるようにするために必要な措置を講ずるものとする。 

5 学校は、当該学校の教職員が第三項の規定による支援又は指導若しくは助言を行うに当たって
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は、いじめを受けた児童等の保護者といじめを行った児童等の保護者との間で争いが起きること

のないよう、いじめの事案に係る情報をこれらの保護者と共有するための措置その他の必要な措

置を講ずるものとする。 

6 学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは所轄警察署と連

携してこれに対処するものとし、当該学校に在籍する児童等の生命、身体又は財産に重大な被害

が生じるおそれがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適切に、援助を求めなければならない。 

 （学校の設置者による措置） 

 第二十四条 学校の設置者は、前条第二項の規定による報告を受けたときは、必要に応じ、その

設置する学校に対し必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指示し、又は当該報

告に係る事案について自ら必要な調査を行うものとする。 

 （校長及び教員による懲戒） 

 第二十五条 校長及び教員は、当該学校に在籍する児童等がいじめを行っている場合であって教

育上必要があると認めるときは、学校教育法第十一条の規定に基づき、適切に、当該児童等に対

して懲戒を加えるものとする。 

 （出席停止制度の適切な運用等） 

 第二十六条 市町村の教育委員会は、いじめを行った児童等の保護者に対して学校教育法第三十

五条第一項（同法第四十九条において準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児童等の出席停

止を命ずる等、いじめを受けた児童等その他の児童等が安心して教育を受けられるようにするた

めに必要な措置を速やかに講ずるものとする。 

 （学校相互間の連携協力体制の整備） 

 第二十七条 地方公共団体は、いじめを受けた児童等といじめを行った児童等が同じ学校に在籍

していない場合であっても、学校がいじめを受けた児童等又はその保護者に対する支援及びいじ

めを行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言を適切に行うことができるようにす

るため、学校相互間の連携協力体制を整備するものとする。 

 

 第五章 重大事態への対処 

 （学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

 第二十八条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重

大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やか

に、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方

法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとする。 

 一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

あると認めるとき。 

 二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされ

ている疑いがあると認めるとき。 

2 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係

るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の

必要な情報を適切に提供するものとする。 



7 

 

3 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の規定によ

る調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行うものとする。 

 （国立大学に附属して設置される学校に係る対処） 

 第二十九条 国立大学法人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定

する国立大学法人をいう。以下この条において同じ。）が設置する国立大学に附属して設置される

学校は、前条第一項各号に掲げる場合には、当該国立大学法人の学長を通じて、重大事態が発生

した旨を、文部科学大臣に報告しなければならない。 

2 前項の規定による報告を受けた文部科学大臣は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重

大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、前条第一項の規定による調

査の結果について調査を行うことができる。 

3 文部科学大臣は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る国立大学法人又はそ

の設置する国立大学に附属して設置される学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大

事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、国立大学法人法

第三十五条において準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第六十四条第一項

に規定する権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

 （公立の学校に係る対処） 

 第三十条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合には、当該地方

公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなけ

ればならない。 

2 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当

該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査

を行う等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことがで

きる。 

3 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会に報告しなけれ

ばならない。 

4 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和

三十一年法律第百六十二号）第二十一条に規定する事務を管理し、又は執行する権限を与えるも

のと解釈してはならない。 

5 地方公共団体の長及び教育委員会は、第二項の規定による調査の結果を踏まえ、自らの権限及

び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止

のために必要な措置を講ずるものとする。 

 （私立の学校に係る対処） 

 第三十一条 学校法人（私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学校法

人をいう。以下この条において同じ。）が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合に

は、重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄する都道府県知事（以下この条において単に「都

道府県知事」という。）に報告しなければならない。 

2 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重



8 

 

大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行

う等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことができる。 

3 都道府県知事は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校法人又はその設

置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のた

めに必要な措置を講ずることができるよう、私立学校法第六条に規定する権限の適切な行使その

他の必要な措置を講ずるものとする。 

4 前二項の規定は、都道府県知事に対し、学校法人が設置する学校に対して行使することができ

る権限を新たに与えるものと解釈してはならない。 

 第三十二条 学校設置会社（構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第十二条第二

項に規定する学校設置会社をいう。以下この条において同じ。）が設置する学校は、第二十八条第

一項各号に掲げる場合には、当該学校設置会社の代表取締役又は代表執行役を通じて、重大事態

が発生した旨を、同法第十二条第一項の規定による認定を受けた地方公共団体の長（以下「認定

地方公共団体の長」という。）に報告しなければならない。 

2 前項の規定による報告を受けた認定地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態への対処又

は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附属機関を設けて

調査を行う等の方法により、第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うこと

ができる。 

3 認定地方公共団体の長は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校設置会

社又はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発

生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、構造改革特別区域法第十二条第十項に

規定する権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。 

4 前二項の規定は、認定地方公共団体の長に対し、学校設置会社が設置する学校に対して行使す

ることができる権限を新たに与えるものと解釈してはならない。 

5 第一項から前項までの規定は、学校設置非営利法人（構造改革特別区域法第十三条第二項に規

定する学校設置非営利法人をいう。）が設置する学校について準用する。この場合において、第一

項中「学校設置会社の代表取締役又は代表執行役」とあるのは「学校設置非営利法人の代表権を

有する理事」と、「第十二条第一項」とあるのは「第十三条第一項」と、第二項中「前項」とある

のは「第五項において準用する前項」と、第三項中「前項」とあるのは「第五項において準用する

前項」と、「学校設置会社」とあるのは「学校設置非営利法人」と、「第十二条第十項」とあるのは

「第十三条第三項において準用する同法第十二条第十項」と、前項中「前二項」とあるのは「次項

において準用する前二項」と読み替えるものとする。 

 （文部科学大臣又は都道府県の教育委員会の指導、助言及び援助） 

 第三十三条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十五条の四第一項の規定によ

るほか、文部科学大臣は都道府県又は市町村に対し、都道府県の教育委員会は市町村に対し、重

大事態への対処に関する都道府県又は市町村の事務の適正な処理を図るため、必要な指導、助言

又は援助を行うことができる。 

 

 第六章 雑則 
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 （学校評価における留意事項） 

 第三十四条 学校の評価を行う場合においていじめの防止等のための対策を取り扱うに当たっ

ては、いじめの事実が隠蔽されず、並びにいじめの実態の把握及びいじめに対する措置が適切に

行われるよう、いじめの早期発見、いじめの再発を防止するための取組等について適正に評価が

行われるようにしなければならない。 

 （高等専門学校における措置） 

 第三十五条 高等専門学校（学校教育法第一条に規定する高等専門学校をいう。以下この条にお

いて同じ。）の設置者及びその設置する高等専門学校は、当該高等専門学校の実情に応じ、当該高

等専門学校に在籍する学生に係るいじめに相当する行為の防止、当該行為の早期発見及び当該行

為への対処のための対策に関し必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 附則 

 （施行期日） 

 第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。 

 

 （検討） 

 第二条 いじめの防止等のための対策については、この法律の施行後三年を目途として、この法

律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、必要があると認められるときは、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。 

2 政府は、いじめにより学校における集団の生活に不安又は緊張を覚えることとなったために相

当の期間学校を欠席することを余儀なくされている児童等が適切な支援を受けつつ学習すること

ができるよう、当該児童等の学習に対する支援の在り方についての検討を行うものとする。 

 

 理由 

いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるお

それがあるものであることに鑑み、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進する

ため、いじめの防止等のための対策に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を明

らかにし、並びにいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針の策定について定めるとと

もに、いじめの防止等のための対策の基本となる事項を定める必要がある。これが、この法律案

を提出する理由である。 
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いじめの可能性「きわめて濃厚」 中２自殺で審議会見解 

朝日新聞 2016 年 11 月 6 日 

青森市立中学２年の葛西りまさん（当時１３）が８月にいじめを訴える遺書を残して自殺し

たことについて、有識者による市いじめ防止対策審議会（会長＝櫛引素夫・青森大教授）は

６日、「いじめがあった可能性がきわめて濃厚だ」との見解を示した。 

 記者会見した櫛引氏によると、葛西さんは１年のころから、他の生徒によって日常的に、

学校やＳＮＳ上で「きもい」「死ね」「うざい」などと言われていた。在校生へのアンケート

や聞き取り、遺族から提供を受けた葛西さんのＳＮＳ上のやりとりなどからわかったとい

う。いじめと自殺との因果関係についてはなお「精査中」とした。 

 また、市教委は同日、インターネット上に投稿された葛西さんの名前が含まれた書き込み

や葛西さんの写真について、サイト管理者に削除を依頼したことを明らかにした。専従の臨

時職員らによるネットパトロールの一環という。 

青森）中２自殺でＳＮＳ書き込み５千件削除依頼 市教委 

朝日新聞 2016年 11月 8日 

青森市立中学２年の葛西りまさん（当時１３）が８月、いじめを訴える遺書を残して自殺

した問題を巡り、青森市教育委員会は１０月末までに、生徒の氏名や学校名が含まれるＳ

ＮＳの書き込み５０５６件をサイト管理者に対して削除依頼した。個人情報の保護や不審

者対策を理由としている。一方、遺族が葛西さんの写真や氏名を公表した後は、それらを

削除要請の対象から外したという。 

６日のいじめ防止対策審議会後の会見で、事務局の市教委が明らかにした。書き込みは

生徒の名前を挙げて「加害者」などと決めつけているものが多く、市審議会会長の櫛引素

夫青森大教授は「根拠が定かでないまま多くの名前が出ている。二次被害、三次被害を防

がなければならない」と話した。 

 市教委は２００９年から専従の臨時職員らがネット掲示板などの監視を続けている。氏

名や学校名などが含まれる書き込みや顔写真を見つけ次第、サイト管理者に削除依頼をし

ているという。 

 一方、黒石市の写真コンテストをめぐる問題をきっかけに、遺族は１０月１８日、「笑

顔だった娘がいじめによって残酷な結果になることを知ってほしい」として、写真と氏名

http://www.asahi.com/topics/word/青森市.html
http://www.asahi.com/topics/word/青森市.html
http://www.asahi.com/topics/word/ＳＮＳ.html
http://www.asahi.com/topics/word/ＳＮＳ.html
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を公表した。それ以降は、遺族によって公表された葛西さんの写真や氏名について、削除

要請を取りやめているという。 

愛知）尾張旭の小学校でいじめ予防出張授業 県弁護士会 

朝日新聞 2016 年 11 月 12 日 

県弁護士会の「いじめ予防出張授業」が１１日、尾張旭市立東栄小学校であり、６年生約１

００人が弁護士らと一緒にいじめをなくすために何ができるかを考えた。 

 粕田陽子弁護士（４４）が担当したクラスでは、いじめによって何が起こるか知ってもら

おうと、「葬式ごっこ」などのいじめを苦に１９８６年に自殺した中学２年の鹿川裕史君の

遺書が読み上げられた。いじめを止めなかった同級生も後悔の念に苦しんだことも紹介さ

れた。 

 その後、児童らはいじめられた子、いじめた子、周りで見ていた子がそれぞれどんな気持

ちになるかを話し合った。「みんなが嫌な思いをしただけだね」と粕田弁護士。いじめをな

くすために何ができるかそれぞれの立場から意見を出し合ってもらい、「いじめを減らすた

めの方法はみんなの数だけある」と呼びかけた。 

 授業を受けた市岡佑月さん（１１）は「いじめを見かけたら先生や家の人に相談したい」。

粕田弁護士は「いじめられても仕方がない、ということはない。いじめはいじめた子も含め

てみんなを傷つけるものだと知ってほしい」と話した。（浦島千佳） 

 

有識者会議のいじめ防止提言、どう読む 尾木さんに聞く 

朝日新聞  2016 年 11 月 4 日  

 

■教育評論家・尾木直樹さんに聞く 

 いじめ防止を話し合ってきた文部科学省の有識者会議が同省への提言をまとめた。今後、

提言がいじめ防止対策推進法の改正につながる可能性もある。教育評論家の尾木直樹さん

に、どう読み解いたらいいか聞いた。 

 ――提言を読んだ感想はいかがですか。 

 私の満足度は高い。最大のポイントは、教職員にはいじめの情報を学校の対策組織に報

告・共有する義務があると改めて強調し、懲戒処分に言及した点だ。「罰則」については３

年前、法律を作るときも議論になった。だが、当時は教育現場にはなじまない、との結論だ

ったし、私自身も「ちょっと待て」という立場だった。 

 ただ、この３年間だけでもいじめの情報が共有されず、何人もの子どもが自殺する事態を

招いた。情報共有しないのは、明らかな法令違反であり、処分の対象にするべきだ。 
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 教職員の日常業務で、自殺予防といじめへの対応を最優先に位置づけるよう促すことが

盛り込まれた点も評価したい。 

 学校現場に行くと、校長先生に「いじめ対策組織の会議はどの程度機能していますか」と

必ず聞き、構成メンバーも尋ねる。生徒指導の委員会と兼ねている学校が多い。そして、多

くの校長は重ねて「いじめ対策組織の会議はやりたいけれど、忙しくてなかなかできない」

と言う。それではいけない。いじめ対策は命にかかわるもので、職員会議や学年会議、部活

指導などより圧倒的に大事だ。月に２回とか毎週とか、定例的にやらないといけない。 

 ――法に位置づけられた「いじめ対策組織」が十分認識されていないとの指摘があります。 

 学校のＰＴＡ会長が、いじめられている子の親に相談を受けて担任の先生に伝えたのに、

学校がなかなか動いてくれないとぼやいていた。そこで私が「いじめ対策組織」に頼むよう

提案したら、その会長は「うちの学校にはありません」と。学校が組織の存在を周知してい

ない。重大な事件が起きているのは、こういう学校だ。 

 提言には、いじめ対策組織の先生が朝礼であいさつするなど、組織の存在を子どもや保護

者に知らせる取り組みが盛り込まれた。こんなことを３年たって書かないといけないのは

恥ずかしいと思う。 

 ――加害者側への指導という観点からはどうですか。 

 「いじめという言葉を使わず指導する」と提言に入ったのは画期的だ。現場での長年の経

験からいえば、「お前、それいじめだぞ」と言っても、ほとんどの子は認めない。本当にふ

ざけているつもりの子が圧倒的に多い。だからいじめという言葉を使わず、相手の子のつら

さを理解させることが大事だ。こんなに苦しんでるんだよ、君がされたらつらいでしょ、だ

からもうやめようよ、君ならできるよ、と持っていく。内容で迫り、納得して申し訳なかっ

た、と理解できるようにするべきだ。 

 一方、被害者の側には、いじめという言葉を使う。決して許されない人権侵害だよ、と言

わなきゃいけない。 

 ――提言には「児童生徒の主体的な参画」という要素も入りました。 

 法律ができる時、参院での付帯決議に「児童等の主体的かつ積極的な参加」という文言が

入ったが、衆院での決議には入らなかった。学校の主役は子どもたちなのに、いじめ防止活

動に子どもが参画する、という発想が衆院には理解されなかった。子ども観が古かった。 

 いじめが起きたらその日のうちにクラスの半分はわかるし、子どもの参加によってダイ

ナミックな活動ができる。子どもの主体的な参画が盛んな京都市では、いじめを認知する割

合が高い。やっと今、その重要性が理解されるようになってきたと思う。 

 ――いじめ防止対策推進法を改正して盛り込むべきだと考える点はどこですか。 

 いじめへの対応を最優先に位置づけたこと、情報共有、それと児童生徒の主体的な参画、

の三つだと考える。（聞き手・片山健志） 



◆場所 

2014 
Autumn 

平成２８年度 第２回 

おだわら未来学舎 お だ わ ら 未 来 学 舎 

◆日時 平成２８年１０月１４日（金） １９時～２０時３０分 

小田原市役所７階 大会議室 

◆申込締切 平成２８年１０月７日（金） 

◆対象 基本的に、教職員を対象としていますが、
市職員や一般の方にもわかる内容です。
興味がある方は、直接、会場にお越しくだ
さい。 


